








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































は40代， 50代でも， 10年， 20年，そして現在では無期刑であれば30年を超えての刑
を務めているうちに， 70代， 80代になる。私どもで、扱っているケースでは， 80代の
方の棺談がすでに出てきています。
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いたほうがよいと思われる重要な問題を，特別調整というシステムの主体，客体，
方法という観点に分けて提示したいと思っています。
まずは主体の問題から見ていきます。主体の問題としては，地域センターの事業
を受託している法人のことを指摘しておく必要があります。全国の刑務所の設置状
況を見ると，刑務所がない都道府県はありません。したがってどのセンターも設置
場所と同ーの都道府県の特別調整の事業を請け負うことになってきます。ところが
高齢の長期の受刑者で身寄りがない人とか，重篤な障害を抱えた人の調整となる
と，相当大変になることが予想されます。 B指標の刑務所とか医療刑務所を持つ都
道府県の場合，これが特に深刻になることが予想されるでしょう。
そこで地域センターとしては，確実に入所できる保証がある福祉施設が必要にな
ってきます。その際，自分の法人が持っている母体施設に入所させることにすれば
比較的楽になります。また，特別調整が完了するまでの待機ということで，その施
設に一時的に入ってもらい，その中で調整をしていくこともできるようになりま
す。この点，都道府県としても地域センターの事業を委託する際には，福祉系の母
体施設を持っているような法人に受託するように働きかけていたようです。
本日の報告者の中でも岐阜県さんは福祉事業団が受けていますし，静岡県も大き
な施設を持つ社会福祉法人が運営しています。しかしセンターによっては県の社会
福祉士会とか社会福祉協議会なと、の法人が受託しているところがあります。こうし
た法人は母体となる施設を持っていないので，まさに調整1本で最終的な帰住先を
確保していかなければならない。これは相当国難が予想されるのではないかという
ことをお聞きしました。
最終的な帰住の前段階として，一時帰{主先の問題があります。これについて，基
本的には57ある指定更生保護施設を利用する手があります。ところが，これも都道
府県によっては指定施設がないところがある。また諸事情で指定施設も一杯で受け
入れられなくなってくると，一時帰住の問題もかなり難しくなってきます。
この点，社会福祉士会などが地域センターを運営し，同時に指定施設がない都道
府県を見ると，三重県，福井県，島根県などがあります。この点，長崎の南高愛隣
会さんは一歩進んでいて，社会福祉法人でありながら更生保護事業を営む許可をも
らって「虹」という更生保護施設を運営しています。自らの法人で特別調整の対象
者を受け入れ，福祉のサービスにつなぐまでの一時帰住もできますし，適切なサー
ビスの見立てを行うためのインテイクもそこでできるということで，注目すべきだ
と感じました。
次にもう一つ主体の問題では，各都道府県にある矯正施設の数に応じて地域セン
ターの業務負担にも地域差が出てきますが，場所によっては1ヵ所で足りるのかな
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というところがありました。顕著なのが北海道ですが，北海道は刑務所だけで支所
も合わせて8ヵ所あります。うちB指標が札幌，網走，月形，旭川1，帯広と 5ヵ所
です。土地も広いので保護観察所も函館，札幌，旭川，釧路と 4ヵ所あります。自
ずと特別調整の件数も今後増えてくることが予想されます。いままでの報告にもあ
ったと思いますが，北海道の場合はセンターも札幌と釧路の 2ヵ所に特別に置くと
いうことで，委託費もそれぞれ1ヵ所ずつ付けられています。それでもなお刑務所
8，観察所4，センター2となってくると，なお足りないのではないかという指摘
カ王ありました。
特に調整では本人と面接をすることが必要になるので，矯正施設に行かなければ
ならない。しかし矯正施設はたいがい僻地にあることが多いので，実際に行くとな
ると電車とか車を使っていかなければならない。北海道の場合は都会と感覚が違
い，札幌から函館まで千子ってくる， an路から網走まで、行ってくるといっても地下鉄
ですっと行けるようなところではなく，大変時間がかかる。面接に行っても往復し
たら 1日が終わってしまうということも出てくる。やはり 2ヵ所でやるのは離では
ないかという話も聞きました。
以上が主体の問題で，次に客体の問題として開いた中で，最大の問題はやはり住
所です。福祉サービスを受けるためには，住民票が必要です。年金とか生活保護，
あるいは障害者手帳の取得とか，わが国の高齢者の福祉，障害者の福祉はすべて市
町村が援護の実施主体になり，そこに居住していることがサービス受給の条件にな
ってきます。だいたい法律の資格要件はすべて「市町村区域内に住所を有する」と
いう文言が入っていて，逆に言えば住んでいることを証明する住民票がなければ大
半のサービスは受けられないことになってきます。
それでは身寄りのない出所者はどうなのかと見ると，だいたい出所者の住民票は
刑務所に入っていますから居住の実態がないということで，市町村から職権で抹消
されていることが非常に多い。したがって福祉のサービスが必要な刑務所の出所者
はサービスを受ける上でも非常に苦労するということが問題としてあるようでし
た。この点，法律の運用上は刑務所出所者は刑務所の所在地を住所としなさいとい
う通達が出ていて，援護の実施市町村も刑務所が置かれている市町村になるようで
す。ただし，市町村としても刑務所があるからといって対象者をみんな受け入れて
いっては財政面でも圧迫される。あるいは刑務所のある市町村が受け入れるとし
て，地元に帰住する出所者が増えてきたりすると，地元のほうでも納得しないとい
う話が出てくるかなという事情があるようでした。
生活保護の場合は現在地で申請することも可能になるので，希望した帰住先で申
請することもできますが，これも自治体によっては居住の実績がないと認めるのは
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難しいということも聞きました。
そうなると刑務所の所在地でもだめで，帰住先でもだめとなってくると，出所者
がたらい囲しになるという問題が出てくるようです。結局，生活保護を受けられる
ようになるまでにはたくさんの困難な壁を突破していかなければならないというこ
とも聞きました。この点，刑務所所在地の市町村が援護の実施主体になるべきだと
いうことをもっと明確化したらいいのではないかという主張もあるようですが，刑
事施設があるからという理由で元犯罪者の福祉を市町村で一括して引き受けるべき
だという意見には，住民感情としても簡単に同意が得られない面もあるのではない
かと思いました。
こうした出所者の問題は地域センターができてきてかなり大きく浮き彫りになっ
てきたのではないかと私自身感じています。法務省の調査によると，受け入れ先が
ない満期釈放者として，高齢者が800人，障害者が約200人とされていましたが，特
に高齢者について， 2050年には日本人口の5人に2人は高齢者，つまり65歳以上に
なると言われています。高齢受刑者も今後どんどん増えていくだろう。いま以上に
無視できない問題になる可能性は大いにあるのではないかと思います。出所者の住
所の開題は非常に難しい問題を含んでいると思いますが，刑事政策の問題にとどま
らず，高齢者とか障害者福祉の問題の一環として，もっと大きな視点から検討すべ
き時期にさしかかっているのではないかと感じました。
最後に方法の問題ですが，特別調整の方法としては一言，矯正保護の場面におけ
る特別調整の対象者選択の問題を指摘しておきます。
確認ですが，特別調整の対象者は福祉的なニーズを基に選ばれないといけないわ
けです。この点，特別講整の選定の通達を見ると，調整は刑務所と保護観察所が行
うことになっています。ただし内々には第1次の選別は主として，本人が入所して
いる刑務所が行うことになります。しかしながら話を聞いたところ，刑務所の選別
だけだと福祉的なニーズの見立てが十分にできていないということがあるようでし
た。
これは刑務所の文化が大きく影響していると思いました。刑務所の主目的は当然
ながら自由刑の執行ということになるわけで，その厳粛な執行が徹底されなければ
ならない。そこでは所内の規律秩序を維持していくことが最も重要視されていく。
刑務所内でのアセスメントを担当している分類部門の視点も，作業としてどういっ
たものを課していくか，所内の無事故を徹底するためにはどういう配置が最適かと
いうことが中心になってきます。他方，福祉の方からすると，外に出てきてからの
調整になりますから，本人に最適な福祉のサービスが何かを見極めることが大事に
なってきます。
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こういうことがありますので，結果，特別調整にあまり馴染まない人が対象に上
がってきてしまうとか，選定に時間がかかってしまい，出所の直前になって特別調
整の対象と判明したことで，調整期間の確保が遅れてしまう可能性も出てくること
があるようでした。問題は，これに加えて，特別調整における地域センターの関わ
り方の仕組みを確認すると，刑務所と保護観察所で対象者を選んで、から地域センタ
ーへつなげるのが基本になっています。したがって地域センターのほうとしては人
を選べない。選ばれて来た人を受けなければいけないことになります。適切な人が
選ばれて送られてくればいいのですが，送られて，初めて福祉の専門の方が見た
ら，これはうちの仕事には適さないとか，思った以上に調整に時間がかかりそうだ
ということが出てきます。そうすると調整の期間もかなり必要になってきますが，
時すでに遅しということがあるという話も聞きました。
この点については，刑務所に配置されている社会福祉士さんと地域センターの方
が対象者を選ぶ上で連携をするとか，地域センターのスタッフの方が選定のプロセ
スに加われないかといったような工夫が望まれると思います。先ほどの報告にあっ
たとおり，連絡協議会を通じて選定をやっている栃木県とか，あるいは岐阜県さん
も選定の段階から加えてくれと働きかけを行っているということで，こういった取
り組みは1歩進んでいると感じました。
以上で主体，客体，方法という観点から課題を整理したのですが，地域センター
はまだいろいろな問題を抱えていると思います。特別調整というシステムは刑事司
法の主目的である「社会防衛」と，社会福祉の主目的である「個人の福祉」とい
う，棺反する要請をどう調整していくのかという場面に位置しています。非常に難
しい開題ですが，今後，よりよいシステムのあり方を考えていかなければならない
と感じました。
私の報告は以上です。ありがとうございました。
